
議案第１０６号 

さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例

を次のように定める。

平成２６年６月１１日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

   さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する

条例

さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年さいたま

市条例第６６号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前 

 （入所者及び職員の健康診断）  （入所者及び職員の健康診断） 

第１５条 ［略］ 第１５条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 第１項の健康診断をした医師は、その結果必要

な事項を母子健康手帳又は入所者の健康を記録す

る表に記入するとともに、必要に応じ、入所の措

置又は助産の実施、母子保護の実施若しくは保育

の提供若しくは法第２４条第５項若しくは第６項

の規定による措置を解除し、又は停止する等の必

要な手続をとることを、児童福祉施設の長に勧告

しなければならない。 

３ 第１項の健康診断をした医師は、その結果必要

な事項を母子健康手帳又は入所者の健康を記録す

る表に記入するとともに、必要に応じ、入所の措

置又は助産の実施、母子保護の実施若しくは保育

の実施を解除し、又は停止する等の必要な手続を

とることを、児童福祉施設の長に勧告しなければ

ならない。 

４ [略] ４ [略] 

（児童福祉施設内部の規程） （児童福祉施設内部の規程） 

第１７条 児童福祉施設（保育所を除く。）におい

ては、次に掲げる事項のうち必要な事項について

規程を設けなければならない。 

第１７条 児童福祉施設においては、次に掲げる事

項のうち必要な事項について規程を設けなければ

ならない。 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 



２ 保育所は、次に掲げる施設の運営についての重

要事項に関する規程を定めておかなければならな

い。 

 施設の目的及び運営の方針 

 提供する保育の内容 

 職員の職種、員数及び職務の内容 

 保育の提供を行う日及び時間並びに提供を行

わない日 

 保護者から受領する費用の種類、支払を求め

る理由及びその額 

 乳児、満３歳に満たない幼児及び満３歳以上

の幼児の区分ごとの利用定員 

 保育所の利用の開始及び終了に関する事項並

びに利用に当たっての留意事項 

 緊急時等における対応方法 

 非常災害対策 

 虐待の防止のための措置に関する事項 

 前各号に掲げるもののほか、保育所の運営に

関する重要事項 

 （苦情への対応）  （苦情への対応） 

第２０条 ［略］ 第２０条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 児童福祉施設は、その行った援助に関し、当該

措置又は助産の実施、母子保護の実施若しくは保

育の提供若しくは法第２４条第５項若しくは第６

項の規定による措置に係る市からの指導又は助言

を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要

な改善を行わなければならない。 

３ 児童福祉施設は、その行った援助に関し、当該

措置又は助産の実施、母子保護の実施若しくは保

育の実施に係る市からの指導又は助言を受けた場

合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行

わなければならない。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

 （設備の基準）  （設備の基準） 

第４４条 保育所の設備の基準は、次のとおりとす

る。  

第４４条 保育所の設備の基準は、次のとおりとす

る。  

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下

「保育室等」という。）を２階に設ける建物は

次のア、イ及びカの要件に、保育室等を３階以

上に設ける建物は次のイからクまでの要件に該

当するものであること。 

 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下

「保育室等」という。）を２階に設ける建物は

次のア、イ及びカの要件に、保育室等を３階以

上に設ける建物は次のイからクまでの要件に該

当するものであること。 

  ア ［略］   ア ［略］ 

  イ 保育室等が設けられている次の表の左欄に

掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分ご

とに、それぞれ同表の右欄に掲げるいずれか

   の施設又は設備が１以上設けられていること。

階 区分 施設又は設備 

 ［略］ 

  イ 保育室等が設けられている次の表の左欄に

掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分ご

とに、それぞれ同表の右欄に掲げる施設又は

設備が１以上設けられていること。 

階 区分 施設又は設備 

 ［略］ 



４階

以上 

 ［略］ 

避難

用 

１ 建築基準法施行令第１２

３条第１項各号又は同条第

３項各号に規定する構造の

屋内階段（ただし、同条第

１項の場合においては、当

該階段の構造は、建築物の

１階から保育室等が設けら

れている階までの部分に限

り、屋内と階段室とは、バ

ルコニー又は外気に向かっ

て開くことのできる窓若し

くは排煙設備（同条第３項

第１号に規定する国土交通

大臣が定めた構造方法を用

いるものその他有効に排煙

することができると認めら

れるものに限る。）を有す

る付室を通じて連絡するこ

ととし、かつ、同条第３項

第２号、第３号及び第９号

を満たすものとする。） 

２ 建築基準法第２条第７号

に規定する耐火構造の屋外

傾斜路 

３ 建築基準法施行令第１２

３条第２項各号に規定する

構造の屋外階段 

  ウ～ク ［略］ 

４階

以上 

 ［略］ 

避難

用 

建築基準法施行令第１２３条

第２項各号に規定する構造の

屋外階段 

  ウ～ク ［略］ 

 （職員）  （職員） 

第４５条 ［略］ 第４５条 ［略］ 

２ 保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以

上、満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６

人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満たない

幼児おおむね２０人につき１人以上、満４歳以上

の幼児おおむね３０人につき１人以上とする。た

だし、一の保育所につき２人を下ることはできな

い。 

２ 保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以

上、満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６

人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満たない

幼児おおむね２０人につき１人以上（認定こども

園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第

７７号。以下「就学前保育等推進法」という。）

第６条第２項に規定する認定こども園をいう。）

である保育所（以下この項において「認定保育所

」という。）にあっては、幼稚園（学校教育法第

１条に規定する幼稚園をいう。以下同じ。）と同

様に１日に４時間程度利用する幼児（以下この項

において「短時間利用児」という。）おおむね３

５人につき１人以上、１日に８時間程度利用する

幼児（以下この項において「長時間利用児」とい

う。）おおむね２０人につき１人以上）、満４歳

以上の幼児おおむね３０人につき１人以上（認定



保育所にあっては、短時間利用児おおむね３５人

につき１人以上、長時間利用児おおむね３０人に

つき１人以上）とする。ただし、一の保育所につ

き２人を下ることはできない。 

 （業務の質の評価等）  （公正な選考） 

第４９条 保育所は、自らその行う法第３９条に規

定する業務の質の評価を行い、常にその改善を図

らなければならない。 

第４９条 就学前保育等推進法第１０条第１項第５

号に規定する私立認定保育所は、就学前保育等推

進法第１３条第２項の規定により読み替えられた

法第２４条第３項の規定により当該私立認定保育

所に入所する児童を選考するときは、公正な方法

により行わなければならない。 

２ 保育所は、定期的に当該保育所に入所している

乳幼児の保護者その他の保育所の関係者（当該保

育所の職員を除く。）による評価又は外部の者に

よる評価を受けて、それらの結果を公表し、常に

その改善を図るよう努めなければならない。

 （利用料）

第５０条 削除 第５０条 法第５６条第３項の規定による徴収金及

び就学前保育等推進法第１３条第４項の保育料（

以下この条において「徴収金等」という。）以外

に保育所が徴収金等に係る児童について提供する

サービス（当該徴収金等を支払う者の選定により

提供されるものを除く。）に関し当該者から利用

料の支払を受ける場合にあっては、当該利用料の

額は、当該サービスの実施に要する費用を勘案し、

 かつ、当該者の家計に与える影響を考慮して定め

なければならない。

   附 則    附 則

１ ［略］ １ ［略］

 （特例幼保連携保育所の特例）

２ 就学前保育等推進法第３条第３項の都道府県で

定める条例に掲げる要件を満たす運営を行うため

に設置後相当の期間を経過した幼稚園（その運営

の実績その他により適正な運営が確保されている

と認められるものに限る。）と幼保連携施設を構

成するよう保育所を新たに設置し、又は移転させ

る場合における当該保育所（以下「特例幼保連携

保育所」という。）の保育室又は遊戯室について

は、当該幼保連携施設の園舎の面積（乳児又は満

２歳に満たない幼児の保育の用に供する乳児室、

ほふく室その他の施設設備の面積及び満２歳以上

満３歳に満たない幼児の保育の用に供する保育室、

 遊戯室その他の施設設備の面積を除く。）が次の

表の左欄に掲げる学級数の区分に応じて、それぞ

れ同表の右欄に掲げる面積以上であるときは、当

分の間、第４４条第５号の規定を適用しないこと



ができる。

学級数 面積（平方メートル）

１学級 １８０

２学級以上 ３２０＋１００×（学級数－

２）

３ 特例幼保連携保育所の屋外遊戯場については、

当該特例幼保連携保育所が構成する幼保連携施設

の屋外遊戯場及び運動場の面積が、次の表の左欄

に掲げる学級数の区分に応じて、それぞれ同表の

右欄に掲げる面積と満２歳以上満３歳に満たない

幼児につき第４４条第５号の規定により算定した

面積とを合算した面積以上であるときは、当分の

間、同号の規定を適用しないことができる。

学級数 面積（平方メートル）

２学級以下 ３３０＋３０×（学級数－１

）

３学級以上 ４００＋８０×（学級数－３

）

４ 特例幼保連携保育所であって、満３歳以上の幼

児につき第４５条第２項に規定する数の保育士を

確保することが困難であるものに対する同項の規

定（満３歳以上の幼児に関する部分に限る。）の

適用については、当分の間、幼稚園の教員免許状

を有する当該特例幼保連携保育所が構成する幼保

連携施設の職員（当該特例幼保連携保育所の設置

又は移転後に新たに採用された者を除く。）であ

って、保育士となる資格の取得に努めており、そ

の意欲、適性及び能力等を考慮して市長が適当で

あると承認したものは、保育士とみなす。

５ 前項の規定による市長の承認の有効期間は、そ

の承認をした日から３年とする。

６ 前項の規定にかかわらず、附則第４項の規定に

よる市長の承認については、当分の間、相当期間

にわたり、保育士を確保することが困難である場

合に限り、その有効期間を６年とすることができ

る。

７ 前各項の規定は、就学前保育等推進法第３条第

３項の都道府県で定める条例に掲げる要件を満た

す運営を行うために設置後相当の期間を経過した

保育所（その運営の実績その他により適正な運営

が確保されていると認められるものに限る。）と

幼保連携施設を構成するよう幼稚園を新たに設置

し、又は移転させる場合における当該保育所につ

いて準用する。この場合において、附則第４項中

「当該特例幼保連携保育所の」とあるのは「当該

保育所と幼保連携施設を構成する幼稚園の」と読

み替えるものとする。

２ ［略］ ８ ［略］



３ ［略］ ９ ［略］

４ ［略］ １０ ［略］

５ ［略］ １１ ［略］

６ ［略］ １２ ［略］

   附 則

この条例は、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律（平成２４年法律第６７号）の施行の日から施行する。


